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特集 トランプ関税がもたらすもの

⚑ 誤った経済認識に基づく関税政策

本稿では、ドナルド・トランプ氏の関税政
策への対応として、改めて自由で開かれた国
際貿易・投資制度の構築を目指すうえで重要
となるポイントの全体像を議論します。ここ
での議論は、多くの国際貿易の研究者たちも
考える、コンセンサスのある内容だと考えて
います。
最初に指摘しておくべきなのは、トランプ
氏の経済認識には、誤りが多いということで
す。特に、トランプ政権の国際経済政策は、
われわれ国際貿易の研究者にとっては、同意
できない、誤った理論と国際収支認識に基づ
いています。そもそも、「貿易赤字が悪で、
貿易黒字が善」という考え方自体が誤りであ
り、それを⚒国間の収支に適用するのは論外
です。加えて、2025年⚗月の日米間での関税
交渉における合意には、日本の対米直接投資
を増やすという項目が含まれていますが、そ
れを行うと、他の要因が一定であれば、当然

アメリカの貿易収支を含む経常収支の赤字は
その分だけ拡大します。
この点は、国際収支統計の基本的な恒等式
を考えれば、当然のことです。具体的には、

金融収支＝経常収支＋資本移転等支出

であり、貿易収支は経常収支に含まれます。
⚗月の日米合意によって対米投資が増えれば、
アメリカの金融収支の赤字（金融資産の流入
超過）はその分だけ拡大し、それに対応して
経常収支の赤字が増えます。今回の日米合意
の覚書によると、日本はアメリカに2029年⚑
月19日までに5500億ドル（約80兆円）を投資
します。アメリカの2024年の対日貿易赤字は
700億ドル弱であることを見れば、この投資
額がいかに巨額で、アメリカの貿易赤字削減
の試みを損ねるものであるかがわかります。
トランプ氏の主要な経済政策の目標は、ア
メリカの国内製造業企業の生産額増加です。
それが、「貿易赤字の削減」と「対内投資の
歓迎」という、⚒つの矛盾する立場の出所に
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遠藤 正寛 Endoh Masahiro

慶應義塾大学商学部教授

トランプ大統領は、どのような経済認識のもとで、
各国に相互関税を提示したのか？
アメリカは今後、どのような態度で日本に対峙してくるのか？
今回の交渉で決まった関税率は、少なくとも10年は下がらない。
その前提のもとで、日本がとるべき対応策を考える。

自由で開かれた国際貿易・投資
のための制度構築に向けて



⚑ トランプ氏の意図は？

本稿では、いわゆる「トランプ関税」のね
らいと、その影響について考えていきたいと
思います。トランプ関税は、大きく次の⚒つ
で構成されています。⚑つは「相互関税」、
もう⚑つは、「アルミ、鉄鋼、自動車・自動
車部品への関税」です。
トランプ氏は、これらの関税政策を通じて、

（1）アメリカが抱える各貿易相手国との間の
貿易赤字を解消すること、（2）アメリカ国内
の製造業を復活させること、そして（3）有事
の際に戦車や艦船、戦闘機などを自国内で製
造できる基盤を保持することなどを意図して
いると言われています。

⚒ 相互関税を通じた
貿易赤字の解消？

まずは相互関税の背景とねらい、そして予

想される帰結について、詳しく見ていきまし
ょう。相互関税の意図は、「アメリカの各貿
易相手国との間の、⚒国間での貿易赤字を解
消すること」です。しかし、貿易収支を含む
経常収支は、その国の純貯蓄と等しいため、
貿易赤字を解消するということは、純貯蓄を
マイナスからプラス方向に持っていくという
のにほぼ等しいということになります。実際、
GDP恒等式、国民総所得と経常収支の定義
から、

􀁇􀁄􀁐 􀀽消費􀀫民間投資􀀫政府支出
􀀫 􎜀輸出􂈒輸入􎜐

国民総所得􀀽 􀁇􀁄􀁐 􀀫所得収支
経常収支􀀽 􎜀輸出􂈒輸入􎜐 􀀫所得収支

􂇒国民総所得􀀽消費􀀫民間投資
􀀫政府支出􀀫経常収支

であることがまずわかります。そして、国民
総所得を支出面から見ると、

国民総所得􀀽消費􀀫貯蓄􀀫税金
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トランプ大統領は、なぜ世界中を巻き込んで、
今回のような関税政策を打ち出したのか？
それは世界各国に、そしてアメリカにどのような影響を及ぼすのか？
近年のアメリカ社会に潜む固有の問題に目を配りながら、
トランプ関税の影響を検証する。

古沢 泰治 Furusawa Taiji

東京大学大学院経済学研究科教授

トランプ関税
その背景と影響



⚑ 米中対立とトランプ関税に対する
現状認識

本稿では、特に米中以外の日本を含む第⚓
国へのトランプ関税の影響について議論して
いきます。ポイントは、大きく次の⚒つです。
⚑つ目は、関税の影響については既存の知

見によってかなり予測できるということです。
われわれ国際貿易の研究者は、これまで長年
にわたって関税の影響について研究を行って
いました。もちろん現在は、直近の関税率が
どうなるかは朝起きてニュースを見ないとわ
からないような不確実な状況になってはいる
ものの、どのくらいの水準の関税が課された
ら経済にどの程度の影響が出そうか、あるい
は、第⚓国や第⚓国の企業が関税に対してど
う反応するかなどといった点については、す

でにかなりの知見が蓄えられているので、関
税が乱高下したとしても慌てる必要はありま
せん。もちろん、大きな不確実性に直面して
いる場合には、関税とは別に不確実性の影響
も考慮する必要はありますが、少なくとも関
税の直接的な影響については、既存の知見に
基づいてかなりよく見通すことができます。
⚒つ目は、アメリカの通商政策が発端とな
ってルールに基づく国際貿易秩序の弱体化が
広範囲に拡大していく中で、われわれはどの
ように抵抗すべきかを考える必要があるとい
うことです。本稿では特に、対立を深めるア
メリカと中国以外の第⚓国の対応について議
論していきたいと思います。
はじめに、現状認識から確認していきまし
ょう。まず、米中対立と第⚒次トランプ政権
（トランプ2.0）による関税政策は、それぞれ
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第⚑次トランプ政権で注目された、米中貿易戦争。
その後も両国の経済的な対立は続き、その影響がその他の国々にも及ぶ中で、
第⚒次トランプ政権の関税政策は、世界をさらに大きく揺るがしている。
日本やASEAN諸国などの国々は、どのような戦略でこの事態に臨むべきか。
世界の貿易ルール弱体化への対策もふまえて考える。

木村 福成 Kimura Fukunari

慶應義塾大学名誉教授・シニア教授、
日本貿易振興機構アジア経済研究所所長

米中以外の第⚓国への
影響と反応
国際通商ルール保全のために



特集 トランプ関税がもたらすもの

⚑ はじめに

植田 東京大学の植田です。ディスカッショ
ンの司会を務めさせていただきます。ここま
で、⚓名のパネリストの皆さんからそれぞれ
講演をいただきました。
まず、遠藤正寛さんからは、トランプ氏の
今回の関税政策は誤った経済認識・国際収支
への認識に基づくものであること、しかしな
がらアメリカが抱える事情から今後も引き上
げられた関税は下がらないであろうというこ
と、そして、そのような状況下で開かれた国
際貿易・投資制度を構築していくために、日
本は引き続き内外に対して自由な貿易・投資
を促進し、各国で協調する枠組みを支えるべ
きであることなど、日本のとるべき対応を広
い視野で整理いただきました。

次に、古沢泰治さんからは、トランプ氏が
今回のような関税政策を世界各国に実施した
背景を、アメリカ特有の事情にまで踏み込ん
で考察いただきました。トランプ氏が意図す
るアメリカ国内の製造業復活の背後には、チ
ャイナ・ショックによる労働市場の悪化など、
アメリカの労働者たちが直面する困難があり
ました。そのうえで、相互関税や鉄鋼・アル
ミ・自動車への関税が世界に及ぼす影響を定
量的に分析した結果を、特にアメリカ、中国、
日本に着目してご紹介いただきました。
最後に、木村福成さんからは、特にアメリ
カと中国以外の国々に着目して、アメリカの
関税政策によって各国がどのような影響を受
けるか、その中で各国の企業はどう反応する
か、そしてアメリカが世界の国際貿易ルール
を弱体化させる中で各国はどのようにその動
きに抵抗すべきかを議論いただきました。そ
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トランプ氏の関税政策は、長期的には世界経済、
そしてアメリカ経済も毀損する可能性がある。
戦後の国際経済秩序は、いかにして世界の経済成長を支えてきたのか？
いま改めて、自由な国際貿易と投資の意義を考える。

［ディスカッション］

トランプ関税にどう向き合うべきか？



1

金融政策の所得分配への影響を考える

岩上順子 Iwagami Junko
内閣府経済財政分析担当参事官補佐（企画担当）

Question
量的金融緩和策は所得分配面で格差を拡大するのか？

⚑ 量的金融緩和策の影響を考える

諸外国と比べて極めて大規模な日本のいわゆる
「異次元緩和」は、物価の安定や経済の下支えに
一定程度効果があったとみられる一方、さまざま
な副作用も指摘されている。このような大規模な
政策については、今後の参考となる知見を得るた
めにも、その影響を多面的に把握・評価しておく
ことが必要である。本稿では、とりわけ量的金融
緩和策の家計における所得分配への影響について
考える。
量的金融緩和策は、中央銀行が行う「非伝統的

な金融政策」の⚑つである。伝統的な金融政策は、
中央銀行が政策金利（短期金利）を操作すること
で経済に影響を与えるものであるが、量的金融緩
和策はその枠を超えて、中央銀行が、景気や物価
を下支えするために、マネタリーベースなどの
「量」を操作目標として、金融機関からの資産の
買い入れをすることによって市場に直接的にお金
を供給する方法である。
日本銀行は、政策金利を⚐％近くまで引き下げ

ても景気回復が進まなかったことから、2001年⚓
月～2006年⚓月に「量的緩和政策」を導入した。
さらに、2013年には⚒％の「物価安定の目標」を
設定し、「量的・質的金融緩和」（異次元緩和）と
いう大規模な金融緩和を導入した。
海外においても、米国の連邦準備制度理事会

（FRB、2008～2014年）や欧州中央銀行（ECB、
2015～2018年）なども量的金融緩和策を導入した。
もっとも、日本銀行が実施してきた量的金融緩和

策は、資産の買い入れの規模（対GDP比）でみ
ても、冒頭で述べたように諸外国と比較して極め
て大規模である。

⚒ 所得分配面での格差を測るための指標とは

所得分配面での格差は経済的パフォーマンスや
社会的結束、金融市場の安定性を損なうといった
悪影響を生じさせることが明らかになっている。
それでは、所得分配面で格差を論じる際には、ど
のようなアウトカム指標を用いるのが適切だろう
か。所得分配面での格差の状況を評価する⚑つの
指標には、労働所得や金融所得、不動産所得、事
業所得などから計算する所得のジニ係数が考えら
れる。厚生労働省「所得再分配調査」より、量的
金融緩和策が導入された2001年以後の等価当初所
得のジニ係数の推移をみると、やや上昇傾向がみ
られる。ただし、単にジニ係数の推移だけみても、
量的金融緩和策以外のその他の要因による影響が
分離されているわけではないので、所得再分配面
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官庁エコノミストが斬る 日本の経済と政策
V o l u m e・
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独裁者になりたい者たち

本連載では、暴力と恐怖で支配する伝統的な権
威主義から、民主主義を装う現代的な権威主義ま
でを振り返り、独裁者がどのような戦略をとりつ
つ、自身の権力を維持してきたか、あるいは維持
できなかったのかについて議論してきました。そ
の連載も、いよいよ最終話です。
導入は、NHK大河ドラマ「鎌倉殿の13人」最
終話「報いの時」のラストシーンでの一言です。
長らく巨大な権力を握り続けてきた北条義時にも、
最期の時が訪れます。その衝撃的な最期は、ぜひ
ドラマをご覧ください。
多くの独裁者は、平穏な最期を迎えることがで
きません。暗殺や処刑など非業の最期を遂げる独
裁者も数多くいます。そうでなくても、独裁者は

権力の座から失墜することを死ぬまで恐れ続けな
がら生きることになります。だからこそ、あらゆ
る方策が必要となり、その鬼気迫る選択を分析し
続けてきた本連載も、今回で13回を数えました。
とはいえ、独裁者になることを目指す者たちは、
後を絶ちません。政治の世界で、人々はより大き
な力を求めます。それは、民主主義における政治
指導者も例外ではありません。
「民主主義下で独裁者になる」と聞くと、奇異
に思われるかもしれません。しかし近年では、民
主主義から権威主義に政治体制が変わっていく国
もあります。このような現象は、民主主義の後退
（democratic backsliding）と呼ばれています。た
とえば、ハンガリーのオルバーン・ヴィクトル首
相、ベネズエラのウゴ・チャべス大統領やニコラ
ス・マドゥロ大統領、トルコのレジェップ・タイ
イップ・エルドアン大統領、ロシアのウラジーミ
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〈最終話〉独裁者は死なない

北条政子「小四郎、お疲れさまでした」

［最終回］13



ル・プーチン大統領1)などが、民主主義の後退を
進めた代表的な政治指導者とされています。
政治指導者の任命に、選挙をつうじて国民全員

が影響力を行使できるはずの民主主義下で、なぜ
権威主義化が生じるのでしょうか。最終話では、
まずハンガリーを例に民主主義の後退が生じる過
程を示したうえで、数理モデル分析とデータ分析
で、民主主義の後退が生じる背景に迫っていきま
す。

オルバーンのハンガリー

民主主義の後退の代表例として、ハンガリーを
見てみましょう。ハンガリーは第二次世界大戦後、
ソビエト連邦（ソ連）の影響のもと、社会主義労
働者党による一党独裁が長らく続きました。その
後、1980年代後半に民主化運動が起こった結果、
1989年に行われた憲法改正をつうじ、東欧地域で
いち早く多党制に基づく民主制へと移行した国の
⚑つになりました。民主化進展の実績が認められ、
1999年には北大西洋条約機構（NATO）への、
2004年には欧州連合（EU）への加盟が実現しま
す。冷戦後、民主化を進めてきたハンガリーの現
在の首相は、オルバーン・ヴィクトルです2)。彼
は、ハンガリー民主化運動の若手リーダーの⚑人
でした。そして、1998年に35歳の若さでハンガリ
ーの首相に就任します。2002年の総選挙で敗れて
首相を辞任したオルバーンですが、2010年に首相
に返り咲きました。その後、ハンガリーではオル
バーンによる民主主義の後退が生じます。
2010年の総選挙で、オルバーンが創始者の⚑人

である政党フィデス = ハンガリー市民連盟（フ
ィデス）が、⚓分の⚒を超える議席を得て圧勝し
ます。首相就任後の2011年に、オルバーンは自身
の権限を高める「改革」を矢継ぎ早に実施してい
きます。まず、同性婚の禁止などカトリックの伝
統的な価値観を反映した新憲法を制定しました。
同時に、選挙制度改革と称して自党に有利な新し
い選挙区の区割りをしたうえで、フィデスを支持
する国外に住むハンガリー人に選挙権を付与しま
す。また、オルバーン政権に批判的な報道を規制
するようにメディア法を改正し、司法制度では裁
判官や検察官の退職年齢の引き下げと年金受給年

齢の引き上げを行いました。これは、主に憲法裁
判所の権限を弱めることが目的だったとされてい
ます。オルバーン政権に好意的な裁判官を任命し
やすくさせるためです。
民主主義には政治指導者（首相あるいは大統

領）が権力の濫用に走らないよう、さまざまなセ
ーフティネットが設けられています。立法機関と
しての議会、憲法に反しないよう監視する司法、
不正や汚職をみつけるメディアなどです。オルバ
ーンは選挙制度改革として議会の、メディア法改
正としてメディアの、司法改革として憲法裁判所
の権限を弱めました。あらゆるセーフティネット
の権限を、一気に弱体化させたと言えます3)。各
国の民主主義度を測っているアメリカの国際
NGO団体フリーダムハウスによると、2025年時
点でのハンガリーの自由度は100点中65点であり、
「部分的に自由（Partly Free）」とされています4)。
民主主義を装う権威主義である選挙独裁制の代表
格として、オルバーンのハンガリーが挙げられる
ことも多くあります。独裁者になりたい民主主義
の政治指導者たちのロールモデルと言えるでしょ
う。
また、オルバーンは欧州における右派ポピュリ

ズムの代表的存在でもあります。「移民は毒」と
まで発言した排外主義者であり、同性婚に否定的
な反LGBTの立場を表明しています。オルバーン
政権と言えば、不妊治療無償化や第三子出産以降
の所得税免除など、充実した子育て政策を実施し
ている点で評価されることがあります。しかし、
それはあくまでも「移民に頼らない」国を作るた
めであり、最大の目的は「ハンガリー人」を増や
すことです。第⚑次オルバーン政権の頃から、フ
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オルバーン・ヴィクトル
（Orbán Viktor, 1963-)

写真提供）Hans Lucas via AFP



日銀の悲願だった
政府短期証券の公募入札発行

服部 本日はお忙しい中、お越しいただきありが
とうございます。私は『経済セミナー』で短期金
融市場について連載しており、Ｔビル（国庫短期
証券）などについて幅広く解説してきました。そ
の中で、FB（政府短期証券）も取り上げました
が、しばしば日本銀行（日銀）職員の方からFBの
公募化は日銀の悲願だったと聞きます。まずはこ
の点について、当時のお話を伺えればと思います。
白川 私は金融政策だけでなく、金融市場や決済
システムの見直しの仕事にもかなり関わってきま
した。こうした仕事は非常に重要であるにもかか
わらず、実務的・技術的と映り、金融政策の議論
とは異なり、一般に知られることがあまりありま
せん。また、こうした仕事は性格上、多くの人の
協力があってはじめて実現するもので、誰か⚑人
の力で実現するものではありません。私も、さま
ざまな見直しに関与しましたが、一貫して関わっ
てきたわけではありません。今日はご質問にお答
えしますが、後世に記録を残すことは重要だとい
う服部さんの問題意識に共感して、自分の知って
いる範囲でお答えするものであり、多くの関係者
の努力の結果であることをご理解ください。
ご質問のFBの公募化は、日銀にとって長い間

の悲願だったと言ってよいと思います。1958年か
ら1960年の間に日銀法の改正論議があり、当時の
金融制度調査会で、侃

かん

々
かん

諤
がく

々
がく

の議論が行われまし
た。そのときのテーマの⚑つは、FBについて日
銀引受をやめて、市場金利での公募入札発行に移
行することでした。私は若いときに日銀法改正問
題に非常に関心があり、当時の資料を随分読みま
したが、当時の日銀内の議論には熱気があったと
感じました。ただ、だんだん、そういう熱気がな
くなっていたことも事実で、FBを引き受けても
金融調節はできるので、何か本当に深刻な問題が
生じているのか、といった現実的というか、冷め
た見方も一部にあったように感じます。
国債とは別建ての証券とはいえ、FBはれっき
とした国の債務です。中央銀行が国の債務を引き
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⚖．日銀は短期金融市場にどう向き合ってきたのか：
白川方明元日銀総裁インタビュー

服部 孝洋 Hattori Takahiro

東京大学公共政策大学院特任准教授
2008年、一橋大学大学院経済学研究科修士課程修了後、
野村證券に入社。2016年、財務省財務総合政策研究所を経
て、2020年に東京大学に移籍し、現在に至る。2021年、一
橋大学にて博士（経済学）を取得。
著書：『日本国債入門』（金融財政事情研究会、2023年）、
『国際金融』（植田健一と共著、日本評論社、2024年）、『は
じめての日本国債』（集英社新書、2025年）。
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受ける体制は通貨コントロールの仕組みとして不
健全だと私は思っていましたが、そうした議論は
青臭いとか、観念的であるという受け止め方もあ
りました。日々の実務を担っている人からすれば、
「反対はしないけど、なぜ見直しが必要なのか」
という感じはあったように記憶しています。
服部 しかしその後、1990年代半ばにFB公募化
の議論が立ち上がり、円の国際化の文脈で、最終
的に公募化までいくということですよね。それま
でに、市場関係の業務はどれくらいご経験があっ
たのでしょうか。
白川 日銀には39年間いましたが、そのうち、⚕
年が総裁、⚔年が理事で、残り30年は職員として
勤務しました。30年の職員としての生活の中で、
金融市場局やその前身である営業局には合計で約
⚖年在籍しました。営業局はなかなか一言では表
現しにくい局でしたが、金融市場との接点であり、
また金融機関との窓口の役割を果たしていた局で
もあり、私はそこに⚒回勤務しました。⚑回目は
1982年⚓月から1985年⚗月までの⚓年強在籍しま
した。1998年初には、営業局から金融機関との窓
口機能が金融機構局に移行する形で金融市場局が
発足しましたが、⚒回目の勤務は1998年初から
2000年⚖月までの⚒年強でした。職員としての私

のキャリアを振り返ると、現在の企画局や今はな
くなった信用機構局という広い意味での企画関係
の部署の仕事が⚘年半と最も長いのですが、その
次に長いのが営業局、金融市場局という金融市場
関係の部署です。中央銀行に対する私の考え方を
形成するうえで、両局での経験は貴重でした。
営業局時代の前半は農林中央金庫などの系統金
融機関や外国銀行の東京支店、後半は都銀や長期
信用銀行、信託銀行などの大手銀行相手の仕事を
していました。金融市場局時代は、国内の金融市
場の仕事についてはタッチせず、もっぱらBISに
おけるグローバル金融システム委員会（The
Committee on the Global Financial System:
CGFS）関係の仕事をしていました（当時の名前
はユーロカレンシー・スタンディング委員会）。
当時、福井俊彦副総裁が同委員会の議長に就任し
（後に山口泰副総裁が議長に就任）、日銀として
BISの重要な委員会の議長を初めて務めることに
なりました。その結果、議長サポート・チームが
行内につくられ、私はそのチームのヘッドを命じ
られました。この委員会はグローバルな金融市場
をモニターするための重要な委員会で、各国中央
銀行の金融市場や国際関係の担当理事や局長が参
加しており、毎回大変おもしろい議論が行われて
いました。
CGFSでは本委員会での議論のほかにワーキン
グ・グループが設けられ、重要と判断するテーマ
について議論し、報告書を作成するという活動も
行っていました。日銀の副総裁が議長に就任した
以上、日銀が中心となったワーキング・グループ
をつくって議論をリードしたいと思い、私がその
ワーキング・グループの議長になって、市場流動
性というテーマで作業を行い、レポートをとりま
とめました。この問題を勉強していくうちに、日
本の国債市場の流動性をもっと高める必要がある
と強く思うようになり、ワーキング・グループで
の議論をふまえながら、大蔵省や国内の金融市場
関係者を意識したキャンペーン活動も併行的に行
いました。そうした活動の一環ですが、1999年に
は日銀の調査月報に私の名前で「国債市場の機能
向上に向けて」というタイトルの論文を発表しま
した1)。その中で、国債市場がいかに大事か、ど
ういう機能を果たしているのかということを説明
し、日本の国債市場の流動性は国際的に見て必ず

102 THE KEIZAI SEMINAR DECEMBER 2025/JANUARY 2026

白川 方明（しらかわ・まさあき）

1949年生まれ。1972年に東京大学経済学部を卒業し、同
年に日本銀行入行。1975～77年、シカゴ大学経済学部に
留学し、経済学修士号を取得。
信用機構局信用機構課長、企画局企画課長、大分支店長、
審議役等を経て、2002～06年、日本銀行理事。理事を退
任後、京都大学公共政策大学院教授。2008年⚓月、日本
銀行副総裁。同年⚔月～13年⚓月、第30代日本銀行総裁。
2011～13年には国際決済銀行（BIS）理事会副議長も務
める。2013年⚙月からは青山学院大学国際政治経済学部
特任教授、2018年⚙月からは同学部特別招聘教授。
著書に、『現代の金融政策 理論と実際』（日本経済新
聞出版社、2008年）、『中央銀行 セントラルバンカー
の経験した39年』（東洋経済新報社、2018年）等がある。



⚑ 過去を予測する

経済学や歴史学、あるいは経済史に限らず、お
そらくほとんどの学術的研究は、人間社会の営み
から何かをみつけだし、それを通じて人間社会を
よりよいものにしていくことを目的としている。
研究者がそれを意識しているかどうかにかかわら
ず、学問にはそうした性格が内包されている。た
とえば、計量経済学は、経済データから将来の経
済指標（GDP、物価、株価など）の動きを予測
しようとし、それらが政府の政策立案や企業の事
業計画に役立てられるだろうし、行動経済学なら、
人間の心理や行動パターンが経済もしくは人びと
の経済的行動にあたえる影響を分析することで、
従来の経済学では説明できなかった現象を解明す
ることができるだろう。
しかし、そうした予測には不確実性がともなう。

現実の世界では、いかにエレガントなモデルや理
論を駆使しても完璧な予測などできるはずもなく、
もしそれができるのなら、いまの世の中に不景気
や格差など存在するはずがないだろう。その意味
では、経済学は「未来を完璧に予測するもの」と
いうよりも、「未来のリスクを評価し、よりよい
意思決定を考えるための材料を提供するもの」と
みるべきなのかもしれない。
反対に、経済学には「過去を予測する」という、
その直感に反するような研究方法がある。しかも
それは、世界中の国々について千年単位の規模で
過去にさかのぼって、世界経済のパフォーマンス
を俯瞰するという大胆な作業も含む。この枠組み
をもちいて、西暦⚑年から2003年までの世界の経
済成長について⚑人あたりGDPの推移をはじめ
てあらわしたのが、経済学者アンガス・マディソ
ンで、図⚑と表⚑は、その推計結果をしめしてい
る。
これらの図表の見方を説明しておこう。いずれ
も、GDPは1990年の国際ドル1)を基準とした実質
購買力であらわされる実質GDPであり、成長率
は年平均複利計算で測っている。⚑人あたり
GDPとは人口⚑人あたりGDPのことをいう。
世界経済の成長の過程をあらわした図⚑からみ
ると、西暦⚑年から1820年までの世界経済はかな
り緩慢なペースで成長していた。⚑人あたり
GDPの成長率は0.001％で、いまの先進国の基準
からするとほぼゼロ成長に近いものとなっている。
この図では400ドルがおおまかな生存水準ライン
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よろずのものを測る

2

第2回

高島正憲 Takashima Masanori

関西学院大学経済学部准教授、博士（経済学）

2014年、一橋大学大学院経済学研究科博士課程単位取
得退学。日本銀行金融研究所アーキビスト、一橋大学
経済研究所研究員、日本学術振興会特別研究員PD、
関西学院大学経済学部専任講師などを経て、2021年よ
り現職。
著作に、『経済成長の日本史：古代から近世の超長期
GDP推計 730-1874』（名古屋大学出版会、2017年、
第61回日経・経済図書文化賞を受賞）、『賃金の日本
史：仕事と暮らしの一五〇〇年』（吉川弘文館、2023
年、第39回冲永賞を受賞）などがある。
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編集後記

●今号の校了に向けて鋭意作業を進
めている10月末、トランプ大統領が
来日しています。ちょうど日本では、
混迷の政局を経て首相が交代したば
かり。夏には関税交渉に合意したも
のの、先行きは極めて不透明なまま
です。日本は今後、唯一の同盟パー
トナーであり、安全保障領域でも緊
密な連携が必要となるアメリカとど
う向き合っていけばよいのか？ 本
特集では経済の視点から、じっくり
と議論していただきました。
また、今号から「官庁エコノミス

トが斬る 日本の経済と政策」とい
う連載がスタートしました。10・11
月号では官庁エコノミストの役割に
ついて、小峰隆夫先生、鶴光太郎先
生と内閣府の武藤裕雄さんに討論い
ただきましたが、この連載では官庁
在籍の現役エコノミストに、ワンテ
ーマで簡潔に、日本の政策課題をご
議論いただきます。ぜひご注目くだ
さい。（オ）

休載のお知らせ

小林慶一郎・西山圭太「経済学の
トランスフォーメーション」は休載
します（2026年⚒・⚓月号再開予定）。

ウェブ付録公開中！

本誌の特集や連載に関連するさま
ざまなコンテンツを、「経済セミナ
ー編集部ブログ」（https://www.

nippyo.co.jp/blogkeisemi/）や
「経セミnote」（https://note.com/

keisemi）で公開中です。詳細は、
ぜひ各サイトをご覧ください。

日本経済学会がアウトリーチ！

日本経済学会が、一般向けに動画
や読み物を公開中（経セミも運営の
お手伝いをしています）。
第一線で活躍する経済学者たちが、

経済学の各分野のガイダンスや自身
の研究内容について語った動画、経
済学の学び方や経済学を学んだ後の
キャリアについての読み物などを提
供しています。
コンテンツは、特設ページ（http

s://sites.google.com/view/jeaou

treach/）から、ぜひご覧ください
（「経済学 アウトリーチ」
で検索！）。

ご意見・ご感想募集！

弊誌をお読みいただいたご意見や
ご感想、特集・連載のご要望などお
待ちしております。ぜひお気軽に、
以下の宛先まで皆様の声をお寄せく
ださい！
経済セミナー「読者の声」係
メール：keizaiseminar@nippyo.co.jp

X（旧Twitter）：@keisemi

Instagram：@keisemi1957

経済セミナー 2026年⚒・⚓月号・予告
特集 談合～理論、実証、そして実務～（仮）
経済学は、談合をどこまで見抜けるのか？ 最新の
知見は、独占禁止法実務にどう貢献できるのか？
理論・実証・実務の視点から迫る。

〇データから談合の痕跡を探る…川合慶／〇公正取
引委員会が担う役割と権限と経済学…品川武／〇産
業組織論は談合にどう向き合ってきたのか？…若森
直樹／〇経済理論は談合にどう向き合ってきたの
か？…山本裕一／〇［ディスカッション］経済学の
知見は、競争政策・執行にどう活かせるのか？…青
木玲子×川合慶×品川武×山本裕一×若森直樹

⚑月27日
発売
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